
局 部 課

3 年度

9

10

当該指標を選定した理由 実施施設が増加することで、一時預かりを利用しやすくなるため。

目標値の設定根拠・算出方法 各年度における民間認定こども園等の件数を設定している。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 119 124 131

実績値 110 113

達成率 92% 91%

目標値の設定根拠・算出方法
一般型一時預かり事業の利用者数は待機児童数の増減と相関関係があるため、待機児童数の見込みと直

近数年間の一時預かり利用者数の増減率をもとに目標を設定している。

実績値 12,165 5,312

達成率 65% 33%

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

一時預かり事業（一般型）

延べ利用児童数
人

目標値 18,700 15,870 14,686 10,769

当該指標を選定した理由
認定こども園に在園していない子どもの一時預かり保育の需要に対応した件数と一致していると考えられるた

め。※令和２年度はコロナ禍のため、一時的に利用者が減少。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

補助金の申請件数 件

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

保護者の短時間就労・傷病・育児疲れ等の理由により、家庭での育児が一時的に困難な場合に対応するため、保育を

実施する民間認定こども園・保育所等に対し、実施に係る経費を補助する。

＜事業類型＞

・一般型一時預かり事業・・・保育所、幼稚園、認定こども園等に通っていない、又は在籍していない乳幼児の受け入

れ。

・幼稚園型Ⅰ一時預かり事業・・・幼稚園等に在籍する満３歳以上の幼児であって、教育時間の前後又は長期休業日

等における受け入れ。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 民間認定こども園、保育所及び幼稚園

※国・府の基準より上回って

実施した内容を具体的に記載

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

・認定こども園・保育所に通常入所していない就学前児童とその保護者

・幼稚園等に在籍する満３歳以上の幼児で、教育時間の前後又は長期休業日等に当該幼稚園等において一時的に保護を受

ける児童とその保護者

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

育児疲れの解消、急病や入院等に伴う一時的な保育、保護者の就労形態の多様化等に伴う断続的な保育などの保

育需要に対応することで、児童虐待の防止に寄与するとともに保護者の就労等を支援する。

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

民間認定こども園、保育所及び幼稚園

点検年度 令和 7 年度

2 関連計画

事業開始年度 平成 10

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

実施根拠
子ども・子育て支援法第59条、児童福祉法第34条の２

（根拠法令、条例等）

指標名 ―

―

4.2

―

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

取組の方向性 ②多様で質の高い教育・保育サービスの提供

ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

有 取組 安全安心で質の高い幼児教育・保育の提供、小学校教育との連携

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

事務事業名 一時預かり事業 事業番号 014-100

担当部署名 子ども青少年 子育て支援 幼保推進

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業



（ ）

14

15

うち

一般財源

R3 予算

単位区　　分 令和元年度

12,165

243,371

20,006

令和2年度

5,312

221,636

41,724

R3 予算

R2

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
育児疲れの解消、急病や入院等に伴う一時的な保育、保護者の就労形態の多様化等に伴う断続的な保育などの保育需要に対応する一時預かり

事業への補助を行うことで、多様で質の高い保育サービスの提供に寄与した。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18
令和２年度は新型コロナウィルス感染症に伴う緊急事態宣言による休園や感染防止対策により利用者数が半減したが、一時的な保育需要のニーズ

は未だ高く、地域の子育て支援や保護者の育児負担の軽減等に貢献していると考えられる。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

R2 決算 R2 決算

① 一時預かり事業（一般型）延べ利用児童数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

R3 予算 R3 予算

R2 決算 決算

R2 決算 R2 決算

R3 予算 R3 予算

一時預かり事業
R2 決算 219,176 73,060 R2 決算

事業費

R3 予算 290,705 96,903 R3 予算

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R2 決算

R3 予算 R3 予算

R2 決算

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 213,616 243,371 277,000 221,636 293,165

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 54,226 80,314 91,514 73,060 96,903

人件費  （ｂ） 2,460 2,430 2,460 2,460 2,460

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他

財

源

内

訳

国支出金 78,465 80,314 91,513

211,156 240,941 274,540 219,176 290,705

73,058 96,901

府支出金　 78,465 80,313

決算 決算 予算 決算 予算

13

項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

91,513 73,058 96,901

市債

事務事業名 一時預かり事業 事業番号 014-100

令和3年度　事務事業評価シート（２）


